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政令市にいがたの現状 
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d 

人口・世帯数・面積 

政令市にいがたの現状 

人口（人） 世帯数（世帯） 面積（ｋ㎡） 

全 市 ８１１，９０１ ３１２，５３３ ７２６．４５ 

北 区 ７７，６２１ ２６，０５０ １０７．７２ 

東 区 １３８，０９６ ５４，４４７ ３８．６２ 

中央区 １８０，５３７ ８５，４０５ ３７．７５ 

江南区 ６９，３６５ ２２，９６３ ７５．４２ 

秋葉区 ７７，３２９ ２６，１４１ ９５．３８ 

南 区 ４６，９４９ １４，１１３ １００．９１ 

西 区 １６１，２６４ ６５，２５５ ９４．０９ 

西蒲区 ６０，７４０ １８，１５９ １７６．５５ 

※人口，世帯数（Ｈ２２国勢調査） 
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課税地面積 

政令市にいがたの現状 

面積（ｈａ） 割合（％） 

宅地 １１，７１８．３ ２２．９ 

田 ２８，６４０．０ ５６．０ 

畑 ５，３７３．４ １０．５ 

山林 ３，６８７．４ ７．２ 

原野・池沼 １８０．１ ０．４ 

雑種地 １，５５５．３ ３．０ 

合計 ５１，１５４．５ １００．０ 

※Ｈ２６．１．１ 
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国勢調査 

政令市にいがたの現状 

人口 
８１１，９０１人 

男 ３９０，４０６人，女 ４２１，４９５人 

世帯数 ３１２，５３３世帯 

年齢別人口 

１５歳未満（人数・割合） １０３，３４６人 １２．８％ 

１５～６４歳（人数・割合） ５１６，３１１人 ６４．０％ 

６５歳以上（人口・割合） １８７，３７１人 ２３．２％ 

人口集中地区人口 ５８３，３２９人 

人口集中地区面積 １０３．４４ｋ㎡ 

就業者数 

総数 ３８７，４１６人 

第１次産業 １３，８４６人 

第２次産業 ８２，４５１人 

第３次産業 ２７５，０１４人 

昼間人口 ８２６，２０２人 

昼夜間人口比率 １０１．８ 

※Ｈ２２．１０．１ 
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経済① 

政令市にいがたの現状 

  ①事業所数 ３５，８１７事業所 

  ②従業者数 ３６２，８０７人 

  ③年間商品販売額（卸売業） ２兆３，５１６億円 

  ④年間商品販売額（小売業） ８，１４８億円 

  ⑤製造品出荷額等総額 １兆７４２億円 

  ⑥農家数 １２，６９０戸 

  ⑦経営耕地面積 ３０，６１７ｈａ 

  ⑧漁業経営体数 ２０５経営体 

  ⑨漁船隻数 ２７６隻 

  ⑩市内総生産（名目） ２兆９，７６５億円 

  ⑪対前年度増加率（名目） －０．７％ 

  ⑫一人当たりの市民所得 ２７７万円 

※①～④：Ｈ２４経済センサス活動調査，⑤：Ｈ２５工業統計調査， 
  ⑥・⑦：Ｈ２２農林業センサス，  ⑧・⑨：Ｈ２５漁業センサス，⑩～⑫：Ｈ２３年度 
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経済② 

政令市にいがたの現状 

（控除）総資本形成にかかる消費税 ０．４％ 

第１次産業 農林水産業 １．３％ 

第２次産業 

鉱業 ０．２％ 

建設業 ５．７％ 

製造業 １１．７％ 

第３次産業 

電気・ガス・水道業 １．９％ 

卸売・小売業 １５．４％ 

金融・保険業 ４．０％ 

不動産業 １５．０％ 

運輸・通信業 ９．７％ 

サービス業 ２０．８％ 

政府サービス生産者 １１．２％ 

対家計・民間非営利サービス生産者 ２．４％ 

輸入品に課される税・関税 １．２％ 

※産業別市内総生産（名目）（Ｈ２３年度）：総額２兆９，７６５億円 
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経済③ 

政令市にいがたの現状 

 食料品 ２２．３％ 

 化学工業 ２０．１％ 

 パルプ・紙 １６．３％ 

 輸送用機械 ７．６％ 

 金属製品 ６．８％ 

 生産用機械 ４．０％ 

 印刷・同関連業 ３．２％ 

 鉄鋼 ３．０％ 

 非鉄金属 ２．５％ 

 窯業・土石製品 ２．１％ 

 その他 １２．０％ 

※製造品出荷額等の産業中分類別構成比（Ｈ２３年）：総額１兆０，０５０億円 
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生活① 

政令市にいがたの現状 

 消費者物価指数（Ｈ２６年平均） １０２．８ 

 平均月間現金給与額（Ｈ２５年） ３２０，６２１円 

 有効求人倍率（Ｈ２６年） １．２５ 

 新設住宅着工戸数（Ｈ２５年度） ６，１８０戸 

 持ち家率（Ｈ２５  住宅・土地統計調査） ６６．４％ 

医療施設 
（Ｈ２５年度） 

病院（施設数，病床数） ４４ １１，０３４ 

診療所（施設数，病床数） ６５８ ２７４ 

歯科診療所（施設数） ４９２ － 

 保育園 
（Ｈ２６．４．１） 

保育園数 ２２２園 

園児数（定員） ２０，０３５人 

 生活保護 
（Ｈ２５年度平均） 

被保護世帯 ８，４１７世帯 

被保護人員 １１，５８７人 
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生活② 

政令市にいがたの現状 

 公園 
（Ｈ２５年度末） 

都市公園数 １，３５２か所 

面積 ７，９２７，１９１㎡ 

 上水道普及率（Ｈ２５年） ９９．５％ 

 下水道普及率（Ｈ２６年） ８２．８％ 

 電力消費量（Ｈ２５年度） ４４億８，７６８万ｋＷｈ 

 ガス消費量（Ｈ２５年度） ２億７，９４２万㎥ 

 配水量（Ｈ２５年度） １億３１７万㎥ 

 ごみ処理量（Ｈ２５年度） ３１６，２４９ｔ 

 合計特殊出生率（Ｈ２５年） １．３２ 
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教育 

政令市にいがたの現状 

学校種別 学校数 在学者数 

幼稚園 ５４ ６，８２８ 

小学校 １１５ ４１，１３２ 

中学校 ６２ ２１，７０８ 

中等教育学校 １ ６０１ 

高等学校 ２９ ２３，３３３ 

短期大学 ４ １，４０４ 

大学 ８ １８，９８１ 

特別支援学校 １０ ８５１ 

専修学校 ４４ １２，４４１ 

各種学校 ３ ３５ 

※Ｈ２５．５．１ 学校基本調査 
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新潟港・新潟空港 

政令市にいがたの現状 

※Ｈ２５年 

 外貨コンテナ貨物取扱量（Ｈ２５年） １８０，５２６ＴＥＵ 

           輸出（うち実入り） ８９，５４０ＴＥＵ（５０，２９６ＴＥＵ） 

           輸入（うち実入り） ９０，９８６ＴＥＵ（８５，８０１ＴＥＵ） 

空
港
乗
降
者
数
（国
内
） 

大阪 ３９２，６０７人 

空
港
乗
降
者
数
（海
外
） 

ソウル ８０，３５２人 

名古屋 ９８，８５９人 上海 １３，４６３人 

札幌 １５９，５６９人 ハルビン ２８，７５２人 

福岡 １３０，０６４人 グアム １１，０９０人 

沖縄 ３８，３７７人 台北 ５，０１０人 

佐渡 ７１０人 その他 １６，３２９人 

成田 ２２，７５０人 

その他 ４５９人 

※「TEU」：２０フィートコンテナ換算のこと。２０フィートコンテナ１個で１TEU。 
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道路・運輸 

政令市にいがたの現状 

 道路延長（Ｈ２６．４．１） ６，９０９ｋｍ 

 道路面積（Ｈ２６．４．１） ４５．３９ｋ㎡ 

 自動車登録台数（Ｈ２５年度末） ５８４，５８８台 

 ＪＲ乗車人数（Ｈ２５年度） ３，１７１万人 

 市内線バス乗車人数（Ｈ２５年度） １，１３５万人 

 タクシー輸送人数（Ｈ２５年度） ９７３万人 
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実績値 推計値 

（単位：万人） 
0～14歳 15～64歳 65歳以上 年齢不詳 

本市の人口推移と推計人口 
資料：国勢調査，国立社会保障・人口問題研究所 

平成52年の本市の推計人口は668,345人となり，平成22年から143,556人減少。15～64歳人口は，
平成52年には35.6万人となり16万人の減少となる。一方，65歳以上人口は，24.9万人になると推
計されている。 

政令市にいがたの現状 
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d 

区別 人口と推計人口 

平成22年と平成47年の推計人口を比較すると，江南区以外の全区で人口が減少。年少人口 
（15歳未満）及び生産年齢人口（15～64歳）は，全区で減少。老年人口（65歳以上）は全区で増加。 
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（単位：万人） 15歳未満 15～64歳 65歳以上 

資料：国勢調査（推計値は国勢調査（H22）を基準として新潟市推計） 

政令市にいがたの現状 
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本市の高齢者数および高齢化率の推移と推計 

資料：国勢調査，国立社会保障・人口問題研究所 

本市の平成22年の高齢者数（65歳以上）は187,371人で，高齢化率は23.2％となっている。 
平成52年には249,221人，37.3％になると推計されている。 
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（単位：％） （単位：万人） 65～74歳 75歳以上 高齢化率 

政令市にいがたの現状 
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区別 高齢者数と高齢化率 
資料：国勢調査（H22） 

高齢者数（65歳以上）は中央区が最も多く，西区，東区の順になっている。高齢化率は 
西蒲区，秋葉区，南区の順になっている。 

17,477  

30,700  

39,495  

16,077  

19,953  

11,228  

36,561  

15,880  

22.6  22.4  22.2  
23.2  

25.9  
24.0  

22.8  

26.2  

0  

5  

10  

15  

20  

25  

30  

0  

10,000  

20,000  

30,000  

40,000  

50,000  

60,000  

北区 東区 中央区 江南区 秋葉区 南区 西区 西蒲区 

（単位：％） （単位：人） 高齢者数 高齢化率 

政令市にいがたの現状 
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一般会計歳出規模 資料：新潟市財務課 

一般会計歳出規模（H19-25決算、26・27当初予算）（億円） 
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2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

団体名 H27当初予算 人口 

1 大阪市 17,270 266  

2 横浜市 14,955 371  

3 名古屋市 10,723 225  

4 札幌市 8,722 192  

5 福岡市 7,820 146  

6 京都市 7,504 142  

7 神戸市 7,282 156  

8 川崎市 6,189 143  

9 広島市 6,067 118  

10 仙台市 5,389 104 

11 北九州市※ 5,421 98  

12 さいたま市 4,560 125  

13 千葉市 3,902 96  

14 堺市 3,712 85  

15 新潟市 3,645 81  

16 熊本市 2,962 73 

17 浜松市 2,949 81 

18 岡山市 2,848 70  

19 静岡市 2,825 72  

20 相模原市 2,555 71  

点線グラフは全会計の合計
（予算ベース） 

※北九州市は暫定予算のためH26当初予算で比較 

政令市にいがたの現状 
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歳入構成比の推移 資料：新潟市財務課 

一般会計歳入構成比の推移（％） 

38.2  36.7  32.8  33.2  32.4  33.1  32.1  32.8  33.0  

16.5  
15.5  

16.1  14.8  14.1  15.3  14.3  15.2  14.0  

14.7  
14.1  

13.5  13.5  12.8  12.7  
11.5  11.5  11.2  

10.4  
12.6  

13.1  13.9  17.8  17.1  
18.6  17.0  15.8  

9.7  11.3  15.5  14.7  13.6  12.9  14.7  14.0  
14.1  

10.5  9.9  9.0  9.9  9.3  8.9  8.8  9.5  11.9  

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

市税 

使用料、 
手数料ほか 

地方交付税 

自主財源 
 H27:47% 

市債 

国庫支出金 

その他 

依存財源 
  H27:53% 

H19-25決算H26・27当初予算 

政令市にいがたの現状 
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歳入構成比 他都市との比較 
〈歳入構成比〉他都市との比較（％） H27当初予算ベース 

33.0  32.2  33.5  

48.9  
44.5  47.3  47.9  

43.6  44.3  43.4  
46.6  

33.6  
37.0  35.1  37.1  39.4  

33.4  
28.9  

35.1  33.2  

14.0  15.9  

26.7  

11.5  
17.0  13.0  

16.8  

12.8  9.4  11.0  

18.2  

19.0  

22.7  

9.8  

16.3  
7.1  18.0  24.8  

24.3  

8.0  

11.2  9.7  

4.8  
1.3  1.9  

0.8  

0.1  

3.4  
3.8  

6.4  

0.5  

6.3  

2.3  

5.3  

7.5  

8.1  

5.6  

9.0  
3.7  

10.9  

15.8  
10.0  

11.1  
11.4  

11.1  
10.8  

8.3  

9.1  14.0  
10.8  

6.6  
13.1  7.7  

14.0  

10.1  

15.1  13.0  

11.9  9.6  

14.8  

14.1  
21.6  

13.5  
15.9  14.5  17.4  17.0  

18.1  15.8  14.3  16.4  17.6  21.4  

23.7  

18.2  18.0  19.7  
17.2  

17.5  

20.8  

11.9  10.6  10.4  11.0  11.0  10.7  9.9  
13.0  12.7  14.1  11.7  10.4  8.9  

12.1  10.8  12.3  10.3  8.2  9.8  12.3  

市税 

使用料、 

手数料
ほか 

地方 
交付税 

市債 

国庫 
支出金 

その他 

赤字：自主財源 黒字：依存財源 

※北九州市は暫定予算のためH26当初予算で比較 

政令市にいがたの現状 

資料：新潟市財務課 
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歳出構成比の推移 資料：新潟市財務課 

一般会計歳出構成比の推移 （％） 

18.8  17.6  15.5  15.8  15.4  15.1  14.0  14.3  14.2  

14.0  14.0  
13.6  

17.2  17.9  18.2  17.9  19.1  19.7  

11.1  10.6  
9.9  

10.1  10.1  10.7  10.8  11.2  11.6  

15.8  19.1  
18.5  

18.3  18.3  18.1  19.7  17.4  15.4  

40.3  38.8  42.5  38.6  38.3  37.9  37.6  38.0  39.1  

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

人件費 

扶助費 

公債費 

投資的経費（建設事業費） 

その他経費 
 （物件費、補助費、 
  繰出金ほか） 

義務的経費 
      H27:45.5% 

H19-25決算H26・27当初予算 

政令市にいがたの現状 
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歳出構成比 他都市との比較 資料：新潟市財務課 

14.2  
11.2  12.5  

16.9  14.3  13.6  15.3  17.5  16.6  15.3  15.6  14.7  12.5  14.4  15.7  16.2  14.4  12.3  10.1  
16.6  

19.7  
31.5  

18.6  

22.9  
23.3  27.4  25.6  

29.4  

21.8  
20.9  

26.5  26.1  30.7  
31.0  27.5  26.2  

23.2  
22.9  25.6  

29.1  

11.6  

9.4  

10.8  

10.3  14.7  
12.6  11.9  

9.4  

14.0  
13.0  

12.5  
11.4  

13.6  7.0  12.9  
11.4  

13.0  
12.3  12.2  

10.6  
15.4  

8.9  

20.2  

15.4  9.1  

14.2  14.2  6.9  15.8  
18.5  8.0  

9.4  

7.8  15.2  8.2  
16.6  

15.3  

11.4  10.0  

15.2  

39.1  39.0  37.9  
34.6  

38.5  
32.3  33.1  

36.7  
31.9  32.3  

37.4  38.4  
35.4  

32.4  
35.7  

29.5  
34.1  

41.1  42.1  

28.5  

人件費 

扶助費 

公債費 

投資的 
経費 
（建設 
事業費） 

その他 
（物件費 
 補助費 
 繰出金 
 ほか） 

〈歳出構成比〉他都市との比較（％） H27当初予算ベース 赤字：義務的経費 

※北九州市は暫定予算のためH26当初予算で比較 

政令市にいがたの現状 
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財政力指数 ～豊かさの程度～ 資料：新潟市財務課 

政令市にいがたの現状 

0.704 

0.713 

0.705 

0.696 

0.695 

0.703 

0.721 

0.6 

0.7 

0.8 

0.9 

1 

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

 自治体が標準的水準で行政を行った場合に要する経費（基準財政需要額）に対する， 
 標準的に収入し得る市税などの歳入（基準財政収入額）の割合 
  （基準財政収入額）÷（基準財政需要額）   １を超えれば交付税不交付団体 

団体名 Ｈ25財政力指数 人口 

1 川崎市 1.00 143 

2 名古屋市 0.98 225 

3 さいたま市 0.97 125 

4 横浜市 0.96 371 

5 相模原市 0.95 71 

6 千葉市 0.95 96 

7 大阪市 0.90 266 

8 静岡市 0.90 72 

9 浜松市 0.87 81 

政令市平均 0.85 － 

10 仙台市 0.85 104 

11 福岡市 0.85 146 

12 堺市 0.84 85 

13 広島市 0.81 118 

14 京都市 0.76 142 

15 岡山市 0.76 70 

16 神戸市 0.76 156 

17 新潟市 0.72 81  

18 北九州市 0.70 98 

19 札幌市 0.69 192 

20 熊本市 0.68 73 

政
令
市
範
囲
（Ｈ
25
） 
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経常収支比率 ～財政構造の弾力性～ 
資料：新潟市 

    財務課 

政令市にいがたの現状 

88.6% 

88.0% 

89.5% 

88.1% 

88.8% 91.2% 

92.2% 

84.0% 

87.0% 

90.0% 

93.0% 

96.0% 

99.0% 

102.0% 

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

 市税などの経常的に歳入される一般財源に対する，人件費，扶助費，公債費などの義務的経費 
 の比率 （義務的経費）÷（市税，交付税等一般財源＋減税補てん債＋臨時財政対策債）×100 

団体名 Ｈ25経常収支比率 人口 

1 岡山市 87.5 70 

2 熊本市 89.5 73 

3 浜松市 90.7 81 

4 福岡市 90.8 146  

5 静岡市 91.1 72 

6 新潟市 92.2 81 

7 札幌市 92.3 192 

8 横浜市 94.3 371 

9 さいたま市 94.5 125 

10 神戸市 95.1 156 

政令市平均 95.4 － 

11 千葉市 95.5 96 

12 北九州市 95.6 98 

13 堺市 96.3 85 

14 広島市 96.4 118 

15 相模原市 97.0 71 

16 仙台市 97.3 104 

17 川崎市 97.8 143 

18 大阪市 98.3 266 

19 名古屋市 100.2 225 

20 京都市 100.3 142 

政
令
市
範
囲
（Ｈ
25
） 
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将来負担比率 資料：新潟市財務課 

政令市にいがたの現状 

137.0% 

136.2% 

130.9% 

119.0% 

113.7% 

113.5% 

122.7% 

0.0% 

100.0% 

200.0% 

300.0% 

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

政
令
市
範
囲
（Ｈ
25
） 

 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。 

 負債が将来，財政を圧迫する可能性の大きさを示す。 【早期健全化基準400％】 

団体名 Ｈ25将来負担比率 人口 

1 浜松市 8.9 81 

2 さいたま市 25.7 125 

3 堺市 27.6 85 

4 相模原市 39.8 71 

5 岡山市 54.0 70 

6 静岡市 76.2 72 

7 札幌市 78.0 192 

8 神戸市 94.6 156 

9 川崎市 111.5 143 

10 熊本市 122.5 73 

11 新潟市 122.7 81 

12 仙台市 136.4 104 

政令市平均 139.0 － 

13 大阪市 152.5 266 

14 名古屋市 164.9 225 

15 北九州市 169.3 98 

16 福岡市 174.8 146 

17 横浜市 198.7 371 

18 広島市 228.2 118 

19 京都市 230.2 142 

20 千葉市 248.0 96 
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実質公債費比率 ～公債費の負荷の程度～ 
資料：新潟市 

    財務課 

政令市にいがたの現状 

11.5% 

11.1% 

11.0% 

10.7% 

10.5% 

10.6% 

10.9% 

4.0% 

7.0% 

10.0% 

13.0% 

16.0% 

19.0% 

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

政
令
市
範
囲
（Ｈ
25
） 

 一般会計等が負担する元利償還金と準元利償還金の標準財政規模に対する比率。 
 公債費（借入金の返済）の負荷の程度，資金繰りの程度を示す。【早期健全化基準25％】 

団体名 Ｈ25実質公債費比率 人口 

1 相模原市 3.9 71 

2 堺市 5.2 85 

3 さいたま市 5.5 125 

4 札幌市 6.7 192 

5 大阪市 9.0 266 

6 川崎市 9.1 143 

7 神戸市 10.1 156 

8 静岡市 10.3 72 

9 北九州市 10.5 98 

10 熊本市 10.6 73 

11 浜松市 10.8 81  

12 新潟市 10.9 81 

政令市平均 11.2 － 

13 仙台市 11.3 104 

14 岡山市 12.4 70 

15 名古屋市 12.6 225 

16 福岡市 13.4 146 

17 京都市 14.0 142 

18 横浜市 15.4 371 

19 広島市 15.6 118 

20 千葉市 18.4 96 
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主要３基金 資料：新潟市財務課 

政令市にいがたの現状 

主要３基金残高の推移（億円） 

179 171 165 159 159 159 146 

96 
56 

60 60 
50 50 50 40 

30 
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10 

76 
61 

46 46 46 
46 

46 

46 

36 

0 
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H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26見込 H27見込 

都市整備基金 

市債管理基金 

財政調整基金 
292 

315 

261 255 255 
245 

222 

162 

102 

※財源調整分。市債満期一括償還に係る積立分などは除く 28 



市債 資料：新潟市財務課 

政令市にいがたの現状 

発行額・公債費（百万円） 

33,754 

43,443 48,013 

49,688 

65,333 

61,589 

68,928  

62,096  

57,685  

35,814 

35,961 

37,063 

35,797 

36,696 

37,900 

39,501  

40,751  

41,971  

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

70,000 

発行額 

公債費 

2,978 
3,084 

3,217 
3,260 

3,439 
3,566 

3,735 
3,845 

3,909 
584 613 

664 823 
995 

1,168 
1,356 

1,537 
1,693 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 臨時財政対策債 

その他市債 

3,562 
3,697 

3,881 
4,083 

4,434 
4,734 

5,091 

5,382 
5,602 

   残高の推移 （億円）  
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（新潟市の財政目標） 
 ・臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスについて，平成28年度から収支均衡を図る 
 ・臨時財政対策債を除いた市債残高について，平成28年度から減少させ，平成34年度までに 
  3,800億円以下に縮減 

  H27予算 H28見込 H29見込 H30見込 H31見込 H32見込 H33見込 H34見込 

税収伸率※ - 1.9% 1.9% 1.9% 1.5% 1.5% 1.5% 1.5% 

投資的経費 560 540 549 524 503 476 472 478 

プライマリーバランス 
（臨時財政対策債を除く） 

△ 64 11 17 15 15 23 27 23 

市債残高 
（臨時財政対策債を除く） 

3,909 3,898 3,881 3,866 3,851 3,828 3,801 3,778 

基金積立額（△は取崩し） △ 60 △ 46 △ 24 15 30 28 17 10 

年度末基金残高 102 56 32 47 77 105 122 132 

備      考 
・固都税評価
替 

・H28～退手債
終了 

・4月  消費税
10%に引上げ 
・県費教職員
権限税源移譲 

・固都税評価
替 

    
・固都税評価
替 

  

※税収伸率とは別に，現時点で見込める税制改正や固定資産税の評価替などの影響を反映 

（単位：億円） 

財政予測計画（H28-34）における財政目標 
資料：新潟市 

    財務課 

政令市にいがたの現状 
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政令市別 建物保有状況（行政財産） 
（単位：万㎡） 資料：「財産に関する調書（平成25年度）」より作成 

本市の公共施設延床面積は268万㎡で政令指定都市の中では12番目に大きい。最も 
面積が大きいのは大阪市で1,198万㎡。 

政令市にいがたの現状 
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グラフの下向き矢印↓は， 
施設総量縮減に向けた取組みを実施している自治体 
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政令市別 人口１人当たりの建物保有状況（行政財産） 
（単位：㎡/人） 

本市の人口１人当たりの建物保有量は3.32㎡で政令指定都市の中では7番目に 
多く，政令市平均を上回っている。最も面積が大きいのは北九州市で4.68㎡。 

資料：「財産に関する調書（平成25年度）」より作成 

政令市にいがたの現状 
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政令市別 人口1人当たりの建物保有状況（公営住宅以外） 

（単位：㎡/人） 資料：財産に関する調書（Ｈ24、H25） 

公営住宅以外の行政財産の人口１人当たり面積は，本市が政令市間で最も大きい。 

※公営住宅以外の行政財産の比較 

政令市にいがたの現状 
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圏域別 人口１人当たりの建物保有状況（区人口順） 

（単位：㎡/人） 

資料：公有財産台帳（Ｈ25） 

  

人口１人当たりの施設面積は，西蒲区が4.46㎡/人で最も大きく，江南区が3.99㎡/人で続いて 
いる。最も小さいのは東区で1.90㎡/人。江南区は，中央卸売市場，亀田焼却場，舞平処理場 
などの清掃施設があり，圏域Ⅰ（全市民対象）の施設割合が多い。 

圏域Ⅰ：全市民対象（全市で１施設）、圏域Ⅱ：１～３区で１施設、圏域Ⅲ：地域密着（各区内に複数） 

政令市にいがたの現状 
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本市における築年別 公共施設の整備状況 
資料：新潟市財産白書 

本市では約1,900施設（公有財産台帳ベース），約270万㎡の公共施設を保有しており，多 
くの公共施設は昭和50年代に整備されている（約82万㎡）。 
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旧耐震基準（昭和56年5月31日以前） 

約99万㎡ 

新耐震基準（昭和56年6月1日以降） 

約171万㎡ 

昭和５０年代に集中して整備 
約82万㎡ 

（単位：㎡） 

政令市にいがたの現状 
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本市の将来費用算出結果（標準シナリオ） 
（単位：億円） 

資料：新潟市 

  財産白書 

既存の行政財産を現状のまま維持する場合，耐用年数60年の設定では，将来50年間に必要な 
費用は約1兆2,233億円になり，年度当たりの平均費用は約245億円となる。過年度平均費用は約 
121億円だったため，毎年度約124億円が不足する。 
※過年度平均費用：公共施設に係る投資経費実績（Ｈ17～Ｈ24年度平均）（合併建設計画分を除く） 
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不足額 約124億円/年 

    50年間の必要費用総額 約1兆2,233億円 

将来50年間平均費用 約245億円/年 

過年度平均費用 約121億円/年※ 

  60年 15年，修繕30年，建替え60年 

政令市にいがたの現状 
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本市の将来費用算出結果（長寿命化シナリオ） 
（単位：億円） 資料：新潟市財産白書 

既存の行政財産を現状のまま維持する場合，耐用年数80年の設定では，将来50年間に必要な 
費用は約8,988億円になり，年度当たりの平均費用は約180億円となる。過年度平均費用は約 
121億円だったため，毎年度約59億円が不足する。 
※過年度平均費用：公共施設に係る投資経費実績（Ｈ17～Ｈ24年度平均）（合併建設計画分を除く） 

  80年 20年，修繕40年，建替え80年 
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    50年間の必要費用総額 約8,988億円 

将来50年間平均費用 約180億円/年 

過年度平均費用 約121億円/年※ 

不足額 約59億円/年 

政令市にいがたの現状 
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本市の架設年次別 橋りょう数 
資料：新潟市土木総務課 

本市で管理する橋梁は，高度経済成長期を中心に多くが建設されている。 
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政令市にいがたの現状 
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本市における50年超過橋りょう割合の推計 
資料：新潟市土木総務課 

本市で建設後50年を超える橋梁は，2015年の17％から，20年後の2035年には59％と急激に
増加することが予想される。 

14% 35% 55% 

現在（2015年） 10年後（2025年） 20年後（2035年） 

政令市にいがたの現状 

１７％ ３９％ ５９％ 
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本市における下水道管渠の年度別 整備延長 
資料：新潟市下水道部 

本市の下水道管渠の累計延長をみると，整備から50年以上経過が32㎞，30年以上経過が 
562㎞となっている。今後は，老朽管路の急増が見込まれる。 

政令市にいがたの現状 

３０年以上経過 
Ｌ＝５６２ｋｍ 

５０年以上経過 
Ｌ＝３２ｋｍ 

累計延長 L=3,474km 
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【778人減員】 
現行の組織における職員の
削減は厳しい状況にある 

単位：人 
※各年4月1日現在 

政令市にいがたの現状 

市職員数（普通会計職員数）の推移 
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9政令市平均とは，同規模政令市（千葉，相模原，静岡，浜松，堺，岡山，北九州，熊本，新潟）の人口1万人
あたりの部門別平均職員数を算出し，新潟市人口にあてはめることにより算出したもの。H25.4.1現在比較 

政令市にいがたの現状 

市職員の同規模政令市との比較（普通会計・部門別） 
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政令市別 全職員に占める区役所職員の割合 
（単位：％） 

本市の全職員に占める区役所職員の割合は約31％で政令市中第1位となっている。 
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資料：第30次地方制度調査会（第15回専門小委員会） 

政令市にいがたの現状 
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区別 区役所職員数 
（単位：人） 資料：新潟市(H25.4.1) 
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区役所の職員数は中央区が348人で一番多く，西区284人，北区277人と続いている。最も 
少ないのは，秋葉区で212人。  

政令市にいがたの現状 
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45 

区別 区役所職員1人当たりの区民数 
（単位：人） 
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資料：新潟市(H25.4.1) 

区職員１人当たりの区民の数は，西区556人で一番多く，東区が549人，中央区507人と続いて 
いる。最も少ないのは，南区で188人。  

政令市にいがたの現状 
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46 

資料：第30次地方制度調査会（第15回専門小委員会） 

本市の区の数は8で，広島市と並んで上位から8番目となっている。 

政令市別 区の数 
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47 

資料：第30次地方制度調査会（第15回専門小委員会） 

本市の１区当たりの人口は約10万1千人で，政令市中最も少ない。 

政令市別 1区当たりの平均人口 
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（単位：千人） 

政令市にいがたの現状 
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出典：新潟市都市政策研究所「研究活動報告書２０１２」                                         

政令市にいがたの現状 

政令指定都市の区の最大・平均・最少人口 
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出典：新潟市都市政策研究所「研究活動報告書２０１２」                                         

政令市にいがたの現状 

政令指定都市の区役所組織が担う分野 
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配分率※ 
配分額 

（百万円） 

H18 

（支所） 
0.5% 1,396  

H19 5.2% 17,323  

H20 5.3% 17,520  

H21 6.2% 20,785  

H22 5.7% 20,138  

H23 6.3% 22,608  

H24 6.5% 23,367  

H25 5.9% 21,174 

H26 5.7% 21,019 

H27 3.7% 13,483 

※配分率は市一般会計予算における 
  区役所配分予算比率 

政令市にいがたの現状 

区役所への直接配分予算額の推移 
※財務部より本庁所管部署を通さず，直接区役所に配分される予算額（人件費を除く） 
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資料：新潟市財務課 

注）H27は合併建設計画の終了及び生活道路の整備費を本庁への配分に変更したことにより減少している。 50 



配分率※ 
配分額 

（百万円） 

H19 33.1% 17,323  

H20 37.2% 17,520  

H21 42.0% 20,785  

H22 39.6% 20,138  

H23 40.7% 22,608  

H24 40.6% 23,367  

H25 36.9% 21,174 

H26 36.4% 21,019 

H27 25.1% 13,483 

※配分率は，区役所配分予算額に占 
  める区役所への直接配分予算額の 
  割合 

政令市にいがたの現状 

区役所配分予算における直接配分予算の割合 
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資料：新潟市財務課 

注）H27は合併建設計画の終了及び生活道路の整備費を本庁への配分に変更したことにより減少している。 

※区役所配分予算額には人件費を含んでいない） 
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にいがた未来ビジョン 

53 



 「基本構想」「基本計画」「実施計画」の３層構造   

 
まちづくりの理念と 

目指す都市像 

 
施策を実現するための 
具体的な取り組み 

 
基本的な政策，施策， 

土地利用や区のまちづくりの 
基本的な方向性など 

「基本構想」 

「基本計画」 

「実施計画」 

８年間  

８年間  

２年間  

にいがた未来ビジョン 

にいがた未来ビジョン ＝ 新潟市総合計画 

にいがた未来ビジョン 

■ 人口減少社会のなか，持続可能な 
 行政サービスを提供できるよう，行政の 
 組織・機能の効率化や，区の規模や数 
 などを含めた区のあるべき方向につい 
 て検討を進めることについて明記。 

  
  目指す方向性を定める「最上位計画」 
  
  ビジョンを市民と共有するもの 

新潟市総合計画  
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国の動向 
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■ 「大都市制度の改革及び基礎自治体の行政サービス提供体制に関する 
  答申」を内閣総理大臣に提出（平成25年6月25日） 

■ 住民自治を強化するための見直し（区の役割を拡充） 

 ・条例で，市の事務の一部を区が専ら所管する事務と定めることができること 
 ・区長を，市長が議会同意を得て選任する任期４年の特別職とすること 
 ・区選出議員を構成員とし，区を単位とする常任委員会を置くこと    など 

■ 二重行政の解消を図るための見直し 

  ・都道府県から指定都市への事務移譲により事務処理を一元化 
  ・指定都市と都道府県が同種の任意事務等について調整する協議会の設置   など 

【現行の大都市等に係る制度の見直し】 

■ 制度改正等の必要性 

  ・市町村間の広域連携や都道府県による補完など，多様な選択肢の中から自ら選択 
   できるようにしていくことが必要 など 

【大都市を含めた基礎自治体をめぐる現状と課題】 

第３０次地方制度調査会 
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地方自治法の一部改正 

■ 区の役割の拡充【「都市内分権」による住民自治の強化】 

■ 地方自治法の一部改正（平成２６年５月３０日公布） 

① 区の事務所が分掌する事務を条例で定める。 

指定都市制度の見直し（抜粋） （平成２８年４月１日施行） 

② 区に代えて総合区を設け，議会の同意を得て選任される総合区長（特別職） 
 を置くことができるようにする。 

 どのような区のあり方がふさわしいか，議会も含め，十分に検討した 
 上で立案する必要。⇒ 平成28年度の施行に向けて庁内で検討中。 

 総合区長は，総合区の区域に係る政策及び企画をつかさどるほか， 
 法律等により総合区長が執行することとされた事務などを執行し， 
 これらの事務の執行について当該指定都市を代表する 

※ 指定都市の議会においては，区を単位とする常任委員会を置くなど， 
 区を単位として調査・審査等を行う仕組みを設けることも考えられる。 

 区を単位とする行政に住民の意思をより一層反映させる観点から， 
 区単位の議会の活動が重要であることを踏まえ，地域の実情に応じて， 
 区を単位とする常任委員会を検討。 
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地方自治法の一部改正 

※H26.6.10 地方自治法の一部改正にかかる説明会資料（総務省） 58 



地方自治法の一部改正 

※H26.6.10 地方自治法の一部改正にかかる説明会資料（総務省） 59 



地方自治法の一部改正 

※H26.6.10 地方自治法の一部改正にかかる説明会資料（総務省） 60 


